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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

２ 【事業の内容】 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

回次 
第37期 

第１四半期 
連結累計期間 

第38期 
第１四半期 
連結累計期間 

第37期 

会計期間 
自  平成27年４月１日
至  平成27年６月30日

自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日 

自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日

売上高 (百万円) 14,541 10,927 77,021 

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 2,135 △2,080 11,348 

親会社株主に帰属する四半期(当
期)純利益又は親会社株主に帰属
する四半期純損失（△） 

(百万円) 1,569 △1,411 7,745 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,427 △3,590 6,092 

純資産額 (百万円) 72,352 70,172 75,168 

総資産額 (百万円) 106,843 111,065 113,057 

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は１株当たり四半期純損
失金額（△） 

(円) 27.91 △25.11 137.75 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 67.7 63.2 66.5 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,677 △7,783 4,347 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △909 △461 △1,639 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,956 10,772 △1,115 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 26,950 28,770 28,429 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

  

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

  

(1) 業績の状況 

  

当第１四半期における当業界は、米国で開催された世界 大級のゲーム見本市E3において、VR（仮想現実）が注

目を集める中、仮想空間を体験できる「バイオハザード7 レジデント イービル」（プレイステーション4、Xbox 

One、パソコン用）が脚光を浴びるなど、家庭用ゲーム市場における胎動の兆しが出てまいりました。 

 こうした状況下、当社グループは当期の目玉タイトルを期の後半に集中させるなど、下期に重点を置いた事業戦

略により年末から来年に向けて本格的な収穫期を迎えるため、当該期間は小型タイトル中心の商戦となりました。

 この結果、当第１四半期の連結業績は、売上高は109億27百万円（前年同期比24.9％減）となりました。また、

利益面につきましても営業損失７億26百万円（前年同期は営業利益20億26百万円）となりました。さらに、急激な

円高による為替差損の発生により経常損失20億80百万円（前年同期は経常利益21億35百万円）、親会社株主に帰属

する四半期純損失14億11百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益15億69百万円）となりました。 

  

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

① デジタルコンテンツ事業 

当事業におきましては、シリーズ作品「逆転裁判6」（ニンテンドー3DSシリーズ用）がコアユーザーに支え

られ、おおむね計画どおり推移したほか、バイオハザードの派生タイトル「バイオハザード アンブレラコ

ア」（プレイステーション4、パソコン用）を６月23日に発売いたしました。しかしながら、大型タイトルの

投入サイクルが端境期となりましたため小型タイトルが大半を占めたほか、利幅が大きいリピート販売も伸び

悩みました。 

 また、オンラインゲームおよびモバイルコンテンツにつきましては、局面打開に向けた事業展開を行ってま

いりました。 

 この結果、売上高は67億40百万円（前年同期比7.1％増）、営業利益８百万円（前年同期比99.2％減）とな

りました。 

  

② アミューズメント施設事業 

当事業におきまして、風適法（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律）の改正が今年の６月に

施行されたことにより、夜間の入店規制が緩和された環境のもと、各種イベントの開催や快適な店舗運営な

ど、周辺住民に愛される地域密着型の施設展開によりリピーターの確保、中高年齢者や親子連れのファミリー

等、幅広い客層の取り込みに努めてまいりました。 

 また、ビジネスチャンスを切り開くため、キャラクターグッズ等の販売を目的とする新業態の「キャラカ

プ」を店舗に併設するなど、新機軸事業を推し進めてまいりました。 

 当該期間の出退店はありませんでしたので、施設数は前期末と同じく34店舗となっております。 

 この結果、売上高は21億57百万円（前年同期比11.6％増）、営業利益１億７百万円（前年同期比205.9％

増）となりました。 
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③ アミューズメント機器事業 

パチスロ機部門は、下期からの本格的な攻勢を控え、「スーパーストリートファイターⅣ」を投入したほか

は、受託ビジネスに取り組んでまいりました。また、業務用機器部門につきましても、既存商品主体の販売に

注力したため、弱含みに展開いたしました。 

 この結果、売上高は16億62百万円（前年同期比72.5％減）、営業損失61百万円（前年同期は営業利益17億72

百万円）となりました。 

  

④ その他事業 

その他事業につきましては、主なものはゲームガイドブック等の出版やキャラクターグッズなどの物品販売

で、売上高は３億66百万円（前年同期比34.5％増）、営業利益１億26百万円（前年同期比152.9％増）となり

ました。 

  

(2) 財政状態の分析 

  

資産につきましては、前連結会計年度末に比べ19億92百万円減少し1,110億65百万円となりました。主な増加

は、「ゲームソフト仕掛品」23億21百万円であり、主な減少は、「受取手形及び売掛金」32億21百万円によるもの

であります。 

負債につきましては、前連結会計年度末に比べ30億４百万円増加し408億92百万円となりました。主な増加は、

「短期借入金」124億94百万円であり、主な減少は、「未払法人税等」61億30百万円、「支払手形及び買掛金」21

億64百万円および「賞与引当金」８億75百万円によるものであります。 

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ49億96百万円減少し701億72百万円となりました。主な減少

は、「為替換算調整勘定（海外連結子会社等の純資産の為替換算に係るもの）」の変動21億33百万円、「親会社株

主に帰属する四半期純損失」14億11百万円および「剰余金の配当」14億５百万円によるものであります。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ３億40百万円増加し287億70百万円となりました。 

 当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動に使用された資金は、77億83百万円（前年同期は26億77百万円）となりました。 

 使用された資金の主な増加は、「法人税等の支払額」60億53百万円および「ゲームソフト仕掛品の増加額」30億

25百万円であり、主な減少は、「売上債権の減少額」29億６百万円によるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動に使用された資金は、４億61百万円（前年同期は９億９百万円）となりました。 

 使用された資金の主な内訳は、「有形固定資産の取得による支出」４億16百万円によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動で得られた資金は、107億72百万円（前年同期は19億56百万円）となりました。 

 得られた資金の主な増加は、「短期借入金の増加額」125億円であり、主な減少は、「配当金の支払額」14億29

百万円によるものであります。 
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(4) 事業上および財務上の対処すべき課題 

  

当社は、財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

  

① 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要およびその実現に資

する取組み 

  

ア．経営理念 

当社グループは、ゲームというエンターテインメントを通じて「遊文化」をクリエイトし、多くの人に「感

動」を与えるソフト開発をメインとする「感性開発企業」を経営理念としております。また、当社株主、顧客

および従業員などステークホルダーの満足度向上や信頼構築に努めるとともに、共存共栄を基軸とした経営展

開を図っております。 

イ．当社グループの企業価値の源泉について 

当社グループは、家庭用ゲームソフトの開発・販売を中核に、オンラインゲームの開発・配信、モバイルコ

ンテンツの開発・配信、アミューズメント施設の運営、アミューズメント機器の開発・製造・販売、その他コ

ンテンツビジネスの展開を行っております。 

 また、企業価値の源泉である開発部門の拡充、機動的なマーケティング戦略および販売体制の強化に加え、

コンテンツの充実やグループ全体の効率的な事業展開、財務構造の改革、執行役員制の導入、経営と執行の役

割明確化による意思決定の迅速化など、経営全般にわたる構造改革を推し進めることにより、企業価値の向上

に努めております。 

ウ．当社グループの企業価値の向上の取組みについて 

当業界は、家庭用ゲーム市場における据置型高性能ゲーム機の普及に加え、スマートフォンを中心としたモ

バイルゲームの増勢により市場規模は拡大基調で推移する一方で、ゲーム専用機とスマートフォン等の主導権

争いなどにより競争環境が厳しくなっております。 

 このように厳しい事業環境下、当社グループが生存競争を勝ち抜いていくためには、経営環境の変化に対応

できる体制作りが、 重要課題と認識しております。 

 今後さらなる成長のため、戦略目標を推進、実行することにより企業価値の向上に努めてまいります。 

  

② 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み 

  

当社は、大規模買付者の行う大規模買付行為に応じるか否かは、 終的に当社株主の判断に委ねられるべきも

のであると考えています。しかしながら、大規模買付行為は、それが成就すれば、当社グループの経営に直ちに

大きな影響を与えうるだけの経営権を取得するものであり、当社グループの企業価値および株主共同の利益に重

大な影響を及ぼす可能性を内包しております。 

 一方で、実際には、大規模買付者に関する十分な情報の提供なくしては、当社株主が当該大規模買付行為によ

る当社グループの企業価値および株主共同の利益に及ぼす影響を適切に判断することは困難であります。 

 当社は、大規模買付者から当社株主の判断に必要かつ十分な情報を提供していただくこと、さらに、大規模買

付者の提案する経営方針等が当社グループの企業価値に与える影響を当社取締役会が検討・評価して当社株主の

判断の参考に供すること、場合によっては、当社取締役会が大規模買付行為または当社グループの経営方針等に

関して大規模買付者と交渉または協議を行い、あるいは当社取締役会としての経営方針等の代替的提案を当社株

主に提示することが、当社の取締役としての責務であると考えております。 

 かかる見解を具体化する施策として、平成27年６月12日開催の第36期定時株主総会において株主の皆様のご承

認をいただき、大規模買付行為がなされた場合の対応方針として、当社取締役会から独立した独立委員会の勧告

を 大限尊重するかたちで、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しないなど、当該買付行為が当社グループ

の企業価値および株主共同の利益を著しく損なう場合には、対抗措置として新株予約権の無償割り当てを行うこ

とを主眼とした「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本施策」といいま

す。）を導入しております。 

  

 

― 5 ―



③ 上記取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由 

  

本施策は、当社株主をして大規模買付行為に応じるか否かについての適切な判断を可能ならしめ、かつ当社グ

ループの企業価値および株主共同の利益に対する明白な侵害を防止するため、大規模買付者が従うべき大規模買

付ルール、ならびに当社が発動しうる大規模買付対抗措置の要件および内容をあらかじめ設定するものであり、

当社グループの企業価値および株主共同の利益の確保・向上を目的とするものです。 

 また、大規模買付ルールの内容ならびに大規模買付対抗措置の内容、発動の要件および手続は、当社グループ

の企業価値および株主共同の利益の確保・向上という目的に照らして合理的であり、当社グループの企業価値お

よび株主共同の利益の確保・向上に資するような大規模買付行為までも不当に制限するものではないと考えま

す。 

 なお、本施策においては、大規模買付対抗措置の内容および発動等に際して当社取締役会の恣意的判断を排除

し、当社グループの企業価値および株主共同の利益の確保・向上という観点から客観的に適切な判断を行うため

の諮問機関として独立委員会を設置することとしております。大規模買付者の大規模買付行為に対して、大規模

買付対抗措置の発動を行う場合は、かかる独立委員会の勧告を 大限尊重したうえで、大規模買付ルールを遵守

しない場合などを除き、株主意思確認株主総会を開催し、株主の皆様に大規模買付対抗措置の是非をお諮りしま

すので、これにより、当社取締役会による恣意的判断が排除されることになります。 

 よって、当社役員の地位の維持を目的とするものではなく、当社の基本方針に沿い、当社グループの企業価値

および株主共同の利益に資するものであります。 

  

(5) 研究開発活動 

  

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、68億46百万円であります。 

 また、当第１四半期連結累計期間における研究開発活動の状況の重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 150,000,000 

計 150,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成28年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成28年７月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 67,723,244 67,723,244 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式。 
単元株式数は100株でありま
す。 

計 67,723,244 67,723,244 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成28年６月30日 ― 67,723 ― 33,239 ― 13,114 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することがで

きないことから、直前の基準日である平成28年３月31日の株主名簿により記載しております。 

  

① 【発行済株式】 

平成28年３月31日現在 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が5,500株(議決権55

個)含まれております。 

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式４株および株式会社証券保管振替機構名義の株式

60株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

11,495,200 
― 

権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

56,043,600 
560,436 同上 

単元未満株式 
普通株式 

184,444 
― 同上 

発行済株式総数 67,723,244 ― ― 

総株主の議決権 ― 560,436 ― 
 

    平成28年３月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社カプコン 

大阪市中央区内平野町 
三丁目１番３号 

11,495,200 ― 11,495,200 16.97 

計 ― 11,495,200 ― 11,495,200 16.97 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)および第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 28,429 28,770 

    受取手形及び売掛金 9,879 6,658 

    商品及び製品 1,704 1,973 

    仕掛品 2,085 2,318 

    原材料及び貯蔵品 1,954 1,763 

    ゲームソフト仕掛品 24,825 27,146 

    その他 7,055 6,285 

    貸倒引当金 △18 △13 

    流動資産合計 75,917 74,901 

  固定資産     

    有形固定資産 20,825 20,554 

    無形固定資産     

      オンラインコンテンツ仮勘定 2,395 2,667 

      その他 5,740 5,049 

      無形固定資産合計 8,135 7,716 

    投資その他の資産     

      その他 8,257 7,969 

      貸倒引当金 △78 △77 

      投資その他の資産合計 8,179 7,891 

    固定資産合計 37,140 36,163 

  資産合計 113,057 111,065 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 4,053 1,889 

    電子記録債務 888 1,135 

    短期借入金 1,497 13,991 

    未払法人税等 6,470 339 

    賞与引当金 2,080 1,205 

    その他 7,366 6,983 

    流動負債合計 22,355 25,544 

  固定負債     

    長期借入金 11,111 10,950 

    退職給付に係る負債 2,323 2,366 

    その他 2,098 2,030 

    固定負債合計 15,532 15,348 

  負債合計 37,888 40,892 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 33,239 33,239 

    資本剰余金 21,328 21,328 

    利益剰余金 39,297 36,479 

    自己株式 △18,145 △18,145 

    株主資本合計 75,719 72,902 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 2 △59 

    為替換算調整勘定 △278 △2,411 

    退職給付に係る調整累計額 △274 △257 

    その他の包括利益累計額合計 △550 △2,729 

  純資産合計 75,168 70,172 

負債純資産合計 113,057 111,065 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 14,541 10,927 

売上原価 8,552 8,238 

売上総利益 5,989 2,688 

販売費及び一般管理費 3,962 3,415 

営業利益又は営業損失（△） 2,026 △726 

営業外収益     

  受取利息 23 11 

  受取配当金 7 7 

  為替差益 90 － 

  その他 34 10 

  営業外収益合計 154 29 

営業外費用     

  支払利息 26 33 

  支払手数料 16 14 

  為替差損 － 1,335 

  その他 3 0 

  営業外費用合計 46 1,383 

経常利益又は経常損失（△） 2,135 △2,080 

特別損失     

  固定資産除売却損 0 1 

  特別損失合計 0 1 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△） 

2,134 △2,081 

法人税、住民税及び事業税 410 111 

法人税等調整額 155 △781 

法人税等合計 565 △669 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,569 △1,411 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△） 

1,569 △1,411 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,569 △1,411 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 80 △62 

  為替換算調整勘定 771 △2,133 

  退職給付に係る調整額 6 16 

  その他の包括利益合計 858 △2,178 

四半期包括利益 2,427 △3,590 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 2,427 △3,590 

  非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△） 

2,134 △2,081 

  減価償却費 1,029 1,421 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △3 

  賞与引当金の増減額（△は減少） △688 △861 

  受取利息及び受取配当金 △30 △18 

  支払利息 26 33 

  為替差損益（△は益） △31 655 

  固定資産除売却損益（△は益） 0 1 

  売上債権の増減額（△は増加） △387 2,906 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △2,657 △357 

  ゲームソフト仕掛品の増減額（△は増加） △3,052 △3,025 

  
オンラインコンテンツ仮勘定の増減額（△は増
加） 

△884 △272 

  仕入債務の増減額（△は減少） 3,223 △1,813 

  その他 △825 1,685 

  小計 △2,143 △1,730 

  利息及び配当金の受取額 51 18 

  利息の支払額 △14 △18 

  法人税等の支払額 △571 △6,053 

  営業活動によるキャッシュ・フロー △2,677 △7,783 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  有形固定資産の取得による支出 △772 △416 

  有形固定資産の売却による収入 4 - 

  無形固定資産の取得による支出 △145 △23 

  その他 3 △21 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △909 △461 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） 3,500 12,500 

  長期借入金の返済による支出 △16 △166 

  自己株式の取得による支出 △1 △0 

  配当金の支払額 △1,406 △1,429 

  その他 △118 △130 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 1,956 10,772 

現金及び現金同等物に係る換算差額 583 △2,187 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,047 340 

現金及び現金同等物の期首残高 27,998 28,429 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  26,950 ※  28,770 
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【注記事項】 

(会計方針の変更) 

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用) 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附

属設備および構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、この変更による当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

(税金費用の計算) 

連結子会社の税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。 

  

(追加情報) 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。 

  
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。 

  

  

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日) 

現金及び預金勘定 31,236百万円 28,770百万円 

預入期間が３か月を超える 
定期預金 

△4,285百万円 ―百万円 

現金及び現金同等物 26,950百万円 28,770百万円 
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(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(百万円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成27年６月12日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 1,405 25 平成27年３月31日 平成27年６月15日
 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(百万円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成28年６月17日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 1,405 25 平成28年３月31日 平成28年６月20日
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、キャラクターコンテンツ事業等を

含んでおります。 

２．セグメント損益の調整額△938百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△938百万円が含ま

れております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

３．セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、キャラクターコンテンツ事業等を

含んでおります。 

２．セグメント損益の調整額△908百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△908百万円が含ま

れております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

３．セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

      (単位：百万円) 

  
報告セグメント 

その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期連 
結損益計 
算書計上 
額(注)３ 

デジタル 
コンテンツ 

アミューズ
メント施設

アミューズ
メント機器

計 

売上高                 

  外部顧客への売上高 6,294 1,932 6,042 14,268 272 14,541 ― 14,541 

  セグメント間の内部 
  売上高または振替高 

― ― ― ― ― ― ― ― 

計 6,294 1,932 6,042 14,268 272 14,541 ― 14,541 

セグメント損益 1,107 35 1,772 2,914 50 2,964 △938 2,026 
 

      (単位：百万円) 

  
報告セグメント 

その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期連 
結損益計 
算書計上 
額(注)３ 

デジタル 
コンテンツ 

アミューズ
メント施設

アミューズ
メント機器

計 

売上高                 

  外部顧客への売上高 6,740 2,157 1,662 10,560 366 10,927 ― 10,927 

  セグメント間の内部 
  売上高または振替高 

― ― ― ― ― ― ― ― 

計 6,740 2,157 1,662 10,560 366 10,927 ― 10,927 

セグメント損益 8 107 △61 55 126 181 △908 △726 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

２ 【その他】 

  

 該当事項はありません。 

  

 

項目 
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日) 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純
損失金額（△） 

27円91銭 △25円11銭 

（算定上の基礎）     

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会社株
主に帰属する四半期純損失金額（△）(百万円) 

1,569 △1,411 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金
額又は普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
損失金額（△）(百万円) 

1,569 △1,411 

普通株式の期中平均株式数(千株) 56,229 56,228 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成28年７月27日

株式会社カプコン 

取締役会  御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社カプコ

ンの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社カプコン及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    土    居    正    明    印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    三    浦         洋    印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    小    幡    琢    哉    印 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年７月28日 

【会社名】 株式会社カプコン 

【英訳名】 CAPCOM CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  辻  本  春  弘 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役専務執行役員  野  村  謙  吉 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区内平野町三丁目１番３号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

   (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長辻本春弘及び当社最高財務責任者野村謙吉は、当社の第38期第１四半期（自  平成28年４月１

日  至  平成28年６月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確

認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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